
 

 

2023年 9月 5日 

株式会社 鹿児島銀行 

 

環境省「地域コンソーシアム形成等を通じた地域脱炭素投融資促進事業」における 

中・南九州地域コンソーシアムの取り組みについて 

～「中・南九州の地域循環共生圏に関する連携協定」の取り組み～ 

 

鹿児島銀行（頭取 松山 澄寛）は、環境省九州地方環境事務所、株式会社大分銀行、株式会社宮崎銀行、

株式会社肥後銀行と 2020年 1月に締結した「中・南九州の地域循環共生圏に関する連携協定」の一環として、

脱炭素の取り組みを実施しますので、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の持続可能な発展に向けて、積極的に貢献してまいります。 

 

記 

 

１．中・南九州地域コンソーシアムについて 

環境省「地域コンソーシアム形成等を通じた地域脱炭素投融資促進事業」（※）において、「中・南九州の地

域循環共生圏に関する連携協定」の枠組みを活用し、地域のニーズや資源を生かした地域・くらしの脱炭素化、

民間投資の促進を通じたＧＸの社会実装を後押しすることを目的として形成されたコンソーシアムです。本コ

ンソーシアムにより、地域内における新たな脱炭素事業を創出する取り組みを進めてまいります。 

事 業 名 中・南九州地域コンソーシアム 

目 的 地域脱炭素投融資の促進、地域脱炭素事業の創出 

構成メンバー 
環境省・九州地方環境事務所、株式会社脱炭素化支援機構、大分銀行、 

宮崎銀行、肥後銀行、鹿児島銀行 

オブザーバー 
大分県、宮崎県、熊本県、鹿児島県、 九州経済産業局、九州財務局、 

九州農政局 

事 務 局 
環境省・九州地方環境事務所 

 （開催サポート：みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社） 

取り組み事項 

・地域脱炭素投融資の案件組成の参考となる事例などの調査および共有 

・地域ごとの個別課題やニーズの収集・分析・評価 

・地域コンソーシアムへの専門的・技術的助言の実施 

・個別のプロジェクトを組成するためのＦＳ支援  など 

（※）環境省「地域コンソーシアム形成等を通じた地域脱炭素投融資促進事業」 

 地域のステークホルダーと連携の下、脱炭素を通じて地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上させ 

る地方創生に貢献する事業を創出していくことを目的に、地域の金融機関や事業者を核としたコンソ 

ーシアムを形成し、本コンソーシアムにて構想された脱炭素事業に対し、資金ニーズの調査、脱炭素 

事業組成のためのＦＳ支援などを通じて、脱炭素投融資案件の形成を支援する事業。 

 



 

【参考】 

・「中・南九州の地域循環共生圏に関する連携協定」 

協定締結者 
九州地方環境事務所、株式会社大分銀行、株式会社宮﨑銀行、 

株式会社肥後銀行、株式会社鹿児島銀行 

締 結 日 2020年 1月 18日（土） 

目  的 
地域および持続的な地方創生への対応力を強化し、中・南九州の地域循環共

生圏の構築に資することを目的とします 

連 携 分 野 

(１)国立公園などの地域資源の持続的な活用を通じた地域活性化に関する事項 

(２)ＳＤＧｓ普及・啓発に関する事項 

(３)ＥＳＧ融資などの推進に関する事項 

(４)前各号に掲げるもののほか、目的達成のため必要と認める事項 

※中・南九州地域コンソーシアムの活動も協定の下での連携の一環として位置づけております。 

 

・地域循環共生圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

鹿児島銀行 経営企画部 サステナビリティ推進室 

TEL：099-239-9725（ダイヤルイン）    

各地域が美しい自然景観などの地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、 

地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを 

目指す考え方 

自立分散（オーナーシップ）

相互連携（ネットワーク）

循環・共生（サステナブル）

活力溢れる地域循環共生圏
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各地域が自立し、責任と権限を持つ

県単位ではなく、地域連携する

地域資源を活用し、自然と共生する

経済

環境社会

●地域GDP低下
●生産性向上 など

●CO2排出削減
●森林・里山の荒廃
●生物多様性の保全 など

●少子高齢化・人口減少
●大規模災害対策 など

環境・経済・社会の統合的向上が必要

地域の課題

地域循環共生圏とは


